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北九州市内企業の SDGs の取り組みに関する予備的調査 
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＜要旨＞ 

 本研究では、北九州エリア（北九州市および京築地域）の中小企業に対して、SDGsの取り組

みに関するアンケート調査を行った。SDGs の認識自体は高まっている一方で、何らかのアク

ションをとっている企業は 48％に留まっていることが明らかとなった。SDGs に取り組んでい

ない理由としては「何から取り組んでいいかわからない」という回答が多く、具体的な活動に

繫がる支援プログラムなどが必要である。また、SDGsに取り組んでいる企業では、SDGsを「企

業の責任」と「企業の価値向上」に結びつける企業が同程度存在していることが判明した。そ

の一方で SDGs と企業の価値向上の具体的つながりに欠けていることが覗え、そこを結びつけ

る施策が必要だと考えられる。 
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Ⅰ SDGsと企業 

１．SDGs採択と私たちへのメッセージ 

地球温暖化、紛争、人権差別、飢餓や貧困などの様々な問題が私たち人類の目前に顕在化さ

れた状態で現れてきている。特に地球温暖化が主たる原因と言われている気候変動は、予断を

許さない状況にまで深刻であるという研究の蓄積が進んでいる。様々な問題は一見、別個のも

のと見えるが、その原因などが通底するものも多く、互いに影響し合っている。人類には、こ

れらの問題の軽減、改善、解決が差し迫っている。 

SDGs は 2015 年 9 月に国連本部で開催された第 70 回「国連持続可能な開発サミット」にお

いて、193の国連加盟国が全会一致で採択された。正式名称は「Transforming Our World: 2030 

Agenda for Sustainable Development（私たちの世界を転換する：持続可能な開発のための

2030アジェンダ）」と称する宣言文となっており、91ものパラグラフから構成されている。そ
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の 53～59パラグラフの中に「SDGs」が示されており、17のゴール、169 のターゲット、231の

インディケーターから構成されている 1）。 

アジェンダのうち特徴的な記述を 2点紹介する。一つは、前文に示されている「今日我々が

発表する 17の持続可能な開発のための目標（SDGs）と、169のターゲットは（中略）持続可能

な開発の三側面、すなわち経済、社会及び環境の三側面を調和させるものである。」である。

経済的な繁栄のみを追求してきた反省に立ち、経済、社会、環境の 3点を調和させると示され

ている。もう一つは、41 パラグラフに代表されるように、企業などすべてのステークホルダ

ーの参加が求められていることである。同パラグラフには「我々は、小規模企業から多国籍企

業、協同組合、市民社会組織や慈善団体等多岐にわたる民間部門が新アジェンダの実施におけ

る役割を有することを認知する」とされている。いずれも、企業が SDGs に取り組む必要性を

示しているのである。 

 

２．企業の SDGsへの取り組み方と現状 

2016 年に国連グローバルコンパクト 2）、GRI3）、WBCSD4）が共同で作成した「SDGs コンパ

ス」5）には、企業が SDGsを経営に取り入れるための手順が詳細に示されている。5つのステッ

プから構成されており、「SDGsを理解する」「優先課題を決定する」「目標を設定する」「経営へ

統合する」「報告とコミュニケーションを行う」である。このような手順が示されているもの

の、企業からは「どう取り組めば良いか分からない」といった声が聞かれる。関東経済局が 2018

年に実施した中小企業向けアンケートでは 6）、「SDGsについて全く知らない（今回の調査で初

めて認識）」が 84.2%であり、「アクションを検討もしくは実施している」企業はわずか 2％で

あった。一方で、2021 年に帝国データバンクが実施した中小企業を対象とした調査では 7）、

SDGs の認知度はほぼ 100％に近かったものの、「言葉は知っていて意味もしくは重要性を理解

できるが、取り組んでいない」「言葉は知っているが、意味もしくは重要性を理解できない」

が合わせて半数を超えており、SDGs に取り組む必要性やその取り組み方がとりわけ中小企業

に浸透していないことが示唆されている。 

 そのような状況を受け、本調査では北九州市及び京築地区の企業に対して、SDGs の認知度

や取り組み状況についてアンケートを実施した。当該地域の状況について把握することで、企

業の SDGs推進における課題等について把握していきたい。 

 

 

Ⅱ 北九州エリアの SGDsの取り組みに関するアンケート調査 

 本アンケート調査は北九州市立大学地域戦略研究所の SDGs 推進部門企業支援事業部と日本

政策金融公庫北九州支店が合同で行った。アンケートの対象は、日本政策金融公庫北九州支店

と取引のある北九州市及び京築地域の中小企業 500 社である。2022 年 11 月から 12 月にかけ

て、質問紙を郵送で配布し郵送で回収する方法で実施した。アンケート項目は、関東経済産業

局が 2018年に実施した「中小企業の SDGs認知度・実態等調査」を一部修正して用いた。回収
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 図 9 は、SDGs への具体的な対応状況についての回答結果である。もっとも回答数が多いの

が「従来から継続して本業を通じて社会問題解決に取り組んでいる」であり、割合は 25％で

ある。次いで多いのが「自社のブランディングや PR等に活動している」であり、21％である。 
 

 

図 9：問 9 具体的な対応状況 

 

図 10は、SDGsに取り組んだことの効果についての回答結果である。もっとも回答数が多い

のが「他者との差別化」（21％）であった。次いで「社外ステークホルダーとの連携強化」の

回答が多く、15％となっている。 
 

 

図 10：問 10 SDGsに取り組んだことの効果 
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SDGs について理解するための情報収集・勉強等を行っている

SDGs のゴールに合わせて自社の取組をマッピングしている

SDGs への対応を自社の経営計画・事業計画等に盛り込んでいる

自社のブランディングや PR 等に活用している

SDGs を新規事業の立ち上げや新商品・新サービス開発等に活用している

従来から継続して本業を通じて社会課題解決に取り組んでいる

本業以外（CSR 活動等）の取組を行っている

社員の人材育成に活用している

その他
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10％

10％

6％

21％

15％
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9％
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0％ 5％ 10％ 15％ 20％ 25％
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売上高の増加
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従業員のモチベーションアップ

採用活動におけるプラスの効果

他社との差別化

社外ステークホルダーとの連携強化

新規事業立ち上げ、新商品・新サービス開発に繋がった

経営方針等の明確化

その他

有効回答数 33 

有効回答数 32 
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 図 11 は、SDGs の取り組みを対外的に発信しているかについての回答結果であり、「自社の

ホームページ上で取り組みを公表している」「SDGs に取り組む団体・クラブに加盟している」

の回答が同数で、割合は 30％である。次いで「SDGs登録制度に登録(申請)した」が 24％であ

る。 
 

 

図 11：問 11 SDGsの取り組みを対外的に発信していますか 

 

 

 図 12は、SDGsに取り組む際の課題についての回答結果である。もっとも回答が多いのが「社

内での理解度が低い」であり、割合は 17％である。次いで「マンパワーの不足」と「何から取

り組んでいいかわからない」が 15％となっている。 

 

 

図 12：問 12 SDGs に取り組む際の課題 

 

 

30％

24％

30％

16％

0％ 5％ 10％ 15％ 20％ 25％ 30％ 35％

自社のホームページ上で取り組みを公表している

SDGs に取り組む団体・クラブに加盟している

SDGs 登録制度に登録（申請）した

その他

8％

17％

8％

15％

12％

12％

15％

7％

5％

2％
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取り組むことによるメリットがわからない

何から取り組んでいいかわからない

具体的な目標・KPI の設定の仕方がわからない

定量的な指標など評価方法がわからない

マンパワーの不足

資金の不足

行政の関与が希薄

その他

有効回答数 30 

有効回答数 142 
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図 14：問 14 自社において実施している社会課題解決等に向けた取組について 

 

 

 図 15 は、取引形態の割合についてまとめたものである。「BtoB(法人向け)の取引が多い」

が 77％であり、「BtoC(個人向け)の取引が多い」は 20％である。「BtoB と BtoC の取引が同

程度」は 3％であった。 
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貧困層や脆弱な状況にある人々の支援に関する商品・サービスの提供を…

原材料の生産や採掘が現地の生物多様性に悪影響を与えるものでない…

従業員の健康に配慮した経営を行っている

地域教育推進への協力等を行っている

女性の活躍を促進し、出産育児のサポートを行っている

資源利用量（水使用量）の削減・効率化に取り組んでいる

環境負荷の低減に寄与する商品・サービスの提供、ものづくり等を行っ…

地元雇用を推進する取組を行っている

産学官等連携を行っている

外国人・女性・高齢者・社会的弱者への雇用環境整備や社会参画の配慮…

災害が発生した場合でも事業を復旧し、継続するための計画や準備がある

廃棄物排出量・廃棄物最終処分量を把握し、削減に取り組んでいる

カーボン・オフセットに取り組んでいる、またはカーボン・オフセット…

調達する原材料や購入物等について、認証品（フェアトレード、オーガ…

未利用資源（間伐材等）を利用した製品等を開発している、または同製…

CSR 活動（防災活動、環境活動等の地域コミュニティへの参加等）を…

国際交流の促進に取り組んでいる

その他

特に社会課題解決に資する取組は行っていない

有効回答数 142 
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図 15：問 15 取引形態の割合 

 

 

 図 16 は、取引先の動向の変化についての回答結果である。もっとも回答数が多いのは「特

に変化はない」であり、割合は 61％である。次いで、「環境面に対する要求事項が厳しくなっ

た」の割合が 16％、「社会面に対する要求が厳しくなった」の割合が 9％である。 

 

 

図 16：問 16 取引先の動向の変化 

 

 

 図 17は、SDGsについて大学や金融機関に相談したいと思うか、についての回答結果である。

「とても思う」が 2％であり、「思う」が 24％である。「あまり思わない」が 41％、「全く思わ

77％
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BtoB（法人向け）の取引が多い BtoC（個人向け）の取引が多い
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環境面（再生可能エネルギーの使用、環境負荷軽減等）に対する
要求事項が厳しくなった

社会面（人権関連、雇用労働法制関連等）に対する要求事項が厳
しくなった

CSR 調査が新たに行われるようになった、または従前から CSR 
調査が行われていたが、調査事項が増加した

SDGs やESG に関わる情報提供や要求が新たに行われるようになっ
た

特に変化はない

有効回答数 142 

 

有効回答数 142 
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ない」が 6％となっており、相談したいと思わないという回答の方が多い。 

 

 

図 17：問 17 SDGsについて大学や金融機関に相談したいと思いますか 

 

 

 

Ⅲ SDGs の浸透に関する課題 

 このアンケートからどのような傾向が読み取れるだろうか。今回のアンケート調査は単純推

計にとどまっており、これ自体で十分な分析はできないが、回答の傾向から中小企業の SDGs

の取り組みに関していくつかの課題があることが推測できる。 

 

１．社会課題の発見と再定義という視点の不足 

 SDGs のアクションを行っているか検討している企業は 49％に留まっており、対応を検討し

ていないや SDGs について十分に認知していないと答えた企業は 51％と過半数を超えている

（図 4）。2018年の関東経済局の調査 8）と比較すると SDGsの認知度は大きく上昇しているが、

具体的な取り組みについては十分に進んでいない現状が覗える。その要因として最も多かった

ものは「何から取り組んでいいかわからない」というものであり（44％）、次に多い「取り組

む余裕がない」（24％）を大きく引き離している（図 5）。しかし SDGs 推進のための支援策と

して求めるものについては「補助金」がもっとも多く（22％）、次いで「SDGsに取り組んだこ

とのお墨付きや認定」（14％）となっている（図 13）。SDGs の実施にあたって不可欠であるは

ずの「地域課題や国際課題の把握に対する支援」は 4％と最も少ない。「何から取り組んで良

いかわからない」ことが SDGsの導入の障害となっているのに、求める支援が「補助金」や「お

墨付き」というのはどういうわけだろうか。 

 ここに中小企業の SDGs の取り組みにおける重要な課題が存在している可能性がある。それ
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24％
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6％

27％

とても思う 思う あまり思わない 全く思わない どちらでもない

有効回答数 142 
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目標は「パートナーシップで目標を達成しよう」とされている。ひとつの組織やひとつのセク

ターだけで取り組むことの限界が SDGs では強く認識されているが、企業にあってもいかに多

様なアクターと連携するかが重要である。とりわけ中小企業にあっては活用できる人材も資金

も不足しがちである。今回のアンケートでも、SDGs に取り組む際の課題として「マンパワー

の不足」という回答が 2番目に多かった（図 12）。限られたリソースで目標を達成するために

は連携やパートナーシップが重要である。逆に、SDGs の取り組みが連携を広げるという効果

もある。SDGs に取り組んだ成果として 2 番目に多かったのは「ステークホルダーとの連携」

であった（図 10）。中小企業の SDGs 取り組みを促進するためにはパートナーシップの強化が

重要な意義を持つ。 

 

 

Ⅳ むすびにかえて 

 本稿のタイトルに示されているように今回のアンケート調査は予備的調査であり、北九州エ

リアの中小企業の SDGs への取り組みの傾向を把握することを目的としている。アンケートの

分析だけでは十分な課題把握と課題解決策の提示は難しいが、これまで述べてきたように一定

程度の傾向は把握できた。今後は、今回のアンケート調査で寄せられた回答をもとに、先進的

取り組みを行っている企業や具体的記述があった企業について追加のヒアリング調査を実施

する予定である。本研究自体が北九州市立大学と日本政策金融公庫北九州支店の協働によって

成り立っているものであり、前項の最後に指摘した地域での具体的なパートナーシップ強化に

寄与できるものと考えている。これを通じ、北九州エリアの中小企業の SDGs の取り組みを促

進するために必要な施策を整理し、具体的なプログラムの提供につなげていきたい。 

 

 

（牛房 義明：本学 経済学部 教授） 

（松永 裕己：本学 大学院マネジメント研究科 教授） 

（眞鍋 和博：本学 基盤教育センター 教授） 
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〔注〕 

1）アジェンダ採択当時インディケーター数は 232 であったが、2020 年 3 月に行われた第 51

回持続可能な開発のための 2030アジェンダ統計委員会にて修正が行われた。 

2）民間企業の力を社会課題解決に活用するため、当時の国連事務総長コフィー・アナン氏が

提唱し 2000 年に発足。現在世界約 160 ヵ国、17,500 を超える企業・団体が署名している。 

3）Global Reporting Initiative。企業等における環境、社会、経済、およびガバナンスの課

題に対する説明責任メカニズム「GRIスタンダード」を提供。 

4）World Business Council for Sustainable Development（持続可能な開発のための世界経

済人会議）。持続可能な開発を目指す企業約 200社がその経験や取り組みを共有。 

5）SDGsの国際的な企業行動指針として 2016年に発行。 

6）中小企業の SDGs に関する認知や取り組み状況を調査。2018 年 10 月 1 日～4 日、500 社

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/sdgs/sdgs_ninchido_chosa.html 

7）SDGsへの取り組み状況等を調査。2021年 6月 17日～30日、11,109社 

https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/p210706.html 

8）中小企業の SDGs に関する認知や取り組み状況を調査。2018 年 10 月 1 日～4 日、500 社

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/sdgs/sdgs_ninchido_chosa.html 






